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   平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置について（通知） 

 

平成２８年３月２２日付２７長監第６６号にて提出された監査結果に基づき、別紙

のとおり措置を講じましたので通知します。 

 

 



（様式２－１）

【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：総務部

【五島振興局】

収入未済

　収入未済については、効果的な徴収対
策を講じ、収入の確保に努めること。
（県税及び加算金等）
〔管理部税務課〕

　収入未済については、文書、昼夜の電
話や自宅等への訪問などによる早期接触
を図るとともに、滞納者の現状把握に努
め、自主納税に応じない滞納者に対して
は、給与・預金等の債権を中心に差押を
実施しております。
　特に、収入未済額の約９６％を占める個
人県民税については、長崎県地方税回収
機構を通じ、五島市及び新上五島町と連
携を強化して効果的な滞納整理を行うとと
もに、滞納発生を抑制するため、市町と連
携して住民税特別徴収制度の定着を図
り、収入未済額の縮減に取り組んでおり
ます。
　今後とも、適正・公平な賦課徴収に努
め、滞納者の実情に応じた実効性のある
徴収対策を講じて、県税収入の確保に努
めてまいります。

【壱岐振興局】

収入未済

　収入未済については、効果的な徴収対
策を講じ、収入の確保に努めること。
（県税及び加算金等）
〔管理部税務課〕

　収入未済については、文書、昼夜の電
話や自宅等への訪問などによる早期接触
を図るとともに、滞納者の現状把握に努
め、自主納税に応じない滞納者に対して
は、給与・預金等の債権を中心に差押を
実施しております。
　特に、収入未済額の約９３％を占める個
人県民税については、長崎県地方税回収
機構を通じ、壱岐市と連携を強化して効
果的な滞納整理を行うとともに、滞納発生
を抑制するため、市と連携して住民税特
別徴収制度の定着を図り、収入未済額の
縮減に取り組んでおります。
　今後とも、適正・公平な賦課徴収に努
め、滞納者の実情に応じた実効性のある
徴収対策を講じて、県税収入の確保に努
めてまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目



（様式２－１）

【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目

【対馬振興局】

収入未済

　収入未済については、効果的な徴収対
策を講じ、収入の確保に努めること。
（県税及び加算金等）
〔管理部税務課〕

　収入未済については、文書、昼夜の電
話や自宅等への訪問などによる早期接触
を図るとともに、滞納者の現状把握に努
め、自主納税に応じない滞納者に対して
は、給与・預金等の債権を中心に差押を
実施しております。
　特に、収入未済額の約９３％を占める個
人県民税については、長崎県地方税回収
機構を通じ、対馬市と連携を強化して効
果的な滞納整理を行うとともに、滞納発生
を抑制するため、市と連携して住民税特
別徴収制度の定着を図り、収入未済額の
縮減に取り組んでおります。
　今後とも、適正・公平な賦課徴収に努
め、滞納者の実情に応じた実効性のある
徴収対策を講じて、県税収入の確保に努
めてまいります。



（様式２－１）

【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：企画振興部

【五島振興局】

物品

　廃棄処分したエアコン２台について、昨
年度に引き続き物品管理システムによる
不用決定及び処分の事務処理が行われ
ていない。
〔管理部総務課〕

　昨年度の指摘に対する再発防止策のた
めに行った、物品取扱に関する注意喚起
文書の年度始めの各課あて配布を今後も
継続するとともに、当該文書中に、購入・
組入等の具体的な説明を追記するなど注
意喚起を図り、適正な事務処理に努めて
まいります。
　また、追加対策として、以下の取組みを
実施します。
・物品に関する事務処理フローの各課へ
の周知徹底
・不用決定時の管理部長合議
・年度末における物品関係各帳簿の再確
認
　なお、物品管理システムへの不用決定
の入力漏れ等については、適正に処理し
ました。

【対馬振興局】

物品

　冷蔵庫の処分において、処分がされて
いないにもかかわらず、処分完了の事務
手続きを行っている。
〔管理部総務課〕

　廃棄処分業者が提出するマニフェスト等
の確認を徹底し確実な処分手続きを行う
ため、処分結果報告書にマニフェスト等の
添付と併せて確認日を記載し、職員間で
確認を行うことで、適正な管理と再発防止
に努めてまいります。なお、当該冷蔵庫に
ついては平成２７年度に改めて処分の事
務手続きを行い、処分完了しております。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：県民生活部

【対馬振興局】

収入

　抑留犬返還手数料に係る現金の受払い
において、現金出納簿に登記されていな
いものがある。
〔保健部衛生環境課〕

　調定決議書の決裁時に、現金出納簿の
登記確認を実施するなど、チェック体制を
強化しました。

【諫早食肉衛生検査所】

物品
　業務用冷蔵庫の廃棄において、フロン
回収・破壊法に基づいた処分が行われて
いない。

　当該業務用冷蔵庫について法に基づく
処分が必要との認識がなく、他の備品と
共に産業廃棄物として処分してしまいまし
た。所内ミーティングにおいて関係法令に
ついて周知するとともに、業務用冷蔵庫
等の第一種特定製品に、法に基づく処分
が必要な旨の標示を行い、適正な処分を
徹底します。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：福祉保健部

【西彼福祉事務所】

収入未済

　収入未済については、前年度より増加し
ているので、より実効性のある徴収対策
に取り組み、収入の確保に努めること。
（生活保護費返還金等）

　未収金対策会議の開催や債権管理嘱
託員との情報交換を行い、同嘱託員との
連携を強化するなどして未収金の解消に
取り組んでいます。
　また、被保護世帯に対する収入申告義
務の周知徹底を図るとともに、定期的な
家庭訪問を確実に行い、生活状況を適切
に把握し新たな未収金を発生させないよ
う取り組んでいます。
　さらに、法第７８条徴収金については、
法改正に伴い、保護費との調整により債
権回収を進めています。
　今後も組織一体となって収入未済額の
縮減に努めてまいります。

【東彼・北松福祉事務所】

収入未済

　収入未済については、前年度より増加し
ているので、より実効性のある徴収対策
に取り組み、収入の確保に努めること。
（生活保護費返還金等）

　収入未済の未然防止のため、家庭訪問
時に収入申告義務の周知徹底を図ってい
ます。
　また、総務班、保護班、債権管理嘱託員
で相互に連携をとり、文書・電話による催
告のほか家庭訪問による催告を実施し徴
収に努めています。
　さらに、法第７８条徴収金については、
法改正に伴い、保護費との調整により債
権回収を進めています。
　今後も組織一体となって収入未済額の
縮減に努めてまいります。

【上五島福祉事務所】

収入未済

　収入未済については、前年度より増加し
ているので、より実効性のある徴収対策
に取り組み、収入の確保に努めること。
（生活保護費返還金等）

　滞納者の状況に応じ履行延期措置を講
じることや、債権管理嘱託員との連携によ
り未収金の回収を図っております。
　また、生活保護関係債権管理に係る新
たな事務取扱要領を所内独自で策定し、
納入状況等に応じて優先度を格付け、計
画的に訪問催告等を実施し、債権の回収
に努めております。
　さらに、法第７８条徴収金については、
法改正に伴い、保護費との調整により債
権回収を進めています。
　今後も組織一体となって収入未済額の
縮減に努めてまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目



（様式２－１）

【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目

【佐世保こども・女性・障害者支援センター】

委託契約
　階段昇降機保守点検業務委託契約に
おいて、書面による県の承諾を得ないま
ま再委託を行っている。

　平成２７年度は、受託者から階段昇降機
メーカーに対し、業務の一部（点検業務）
を再委託する承諾協議書の提出を受け、
所内協議の結果、承諾する旨文書で通知
しました。
　今回の指摘事項については、職員への
周知徹底、確実な事務引継ぎを行ってま
いります。

【こども医療福祉センター】

収入未済
　収入未済については、効果的な徴収対
策を講じ、収入の確保に努めること。
（障害福祉使用料等）

　自宅訪問、電話催告等に積極的に取り
組んでおり、更なる回収を図るため、債権
管理嘱託員への依頼を行っております。
　今後も組織一体となって収入未済額の
縮減に努めてまいります。



（様式２－１）

【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：産業労働部

【工業技術センター】

委託契約

　走査電子顕微鏡保守点検業務委託外１
件において、業務完了報告書が提出され
ていない。
　また、１００万円を超える契約にもかか
わらず、検査調書が作成されていない。

　平成２６年度実施分については、年に１
度の定期点検結果については受領してい
たものの、業務完了報告書の受領及び検
査調書の作成をしておりませんでした。
　平成２７年度実施分については、業務完
了報告書の提出を受け、検査調書を作成
いたしました。
　今後は、財務規則に則り、適正な事務
処理に努めてまいります。

【佐世保高等技術専門校】

収入
　空調設備保守点検業務委託契約の契
約解除において、違約金の請求が行われ
ていない。

　破産管財人決定後、破産管財人あてに
違約金の請求を行うこととしていました
が、今回指摘を受けたことにより、平成２８
年１月１８日に調定（違約金請求）を行い
ました。
　今後は、財務規則を改めて確認し、適正
な財務規則の執行に努めます。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：水産部

【五島振興局】

委託契約

　五島地区海岸漂着物地域対策推進業
務委託（１工区）外１件の予定額の積算に
おいて、産業廃棄物税相当額が計上され
ていない。
　また、入札参加資格審査において、処分
を含む業務であるにもかかわらず、産業
廃棄物処分業者でない者を入札参加資
格有りとして入札に参加させている。
〔建設部河港課〕

　平成２８年１月に発注した業務（農村整
備課含む）より、産業廃棄物税相当額の
計上を行っております。
　また、入札参加資格については、収集・
運搬及び処分の許可をすべて有するよう
改めており、今後は適正な事務処理を行
ないます。

【五島振興局上五島支所】

収入未済

　収入未済が新たに発生しているので、
実効性のある徴収対策に取り組み、収入
の確保に努めること。
（水産業使用料）
〔建設部管理用地課〕

　当該未収金については、債務者が破産
手続中であり、配当による未収金の回収
の可能性は極めて厳しい状況でありま
す。引き続き適切な債権管理に努めてま
いります。

【総合水産試験場】

委託契約
　清掃業務委託において、予定価格が積
算価格から「歩切り」されている。

　ご指摘の件は、予定価格設定の際、積
算価格から百円未満の端数を切り捨てて
いたものです。
　これは合理的な理由のないいわゆる「歩
切り」に当たるという認識が不足していた
ためであり、今後はこのようなことがない
よう、契約時のチェックリストに歩切りを防
止するための項目を設けるとともに、課員
に周知徹底を図ることにより、適正な事務
処理に努めてまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：農林部

【農業大学校】

収入未済

　収入未済が新たに発生しているので、
実効性のある徴収対策に取り組み、収入
の確保に努めること。
（過年度分源泉所得税）

　文書督促、現地督促、電話による納入
依頼を行いましたが、現在１名が未納の
ため、今後も、引き続き収入未済の解消
に努めてまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：土木部

【五島振興局】

委託契約

　五島地区海岸漂着物地域対策推進業
務委託（１工区）外１件の予定額の積算に
おいて、産業廃棄物税相当額が計上され
ていない。
　また、入札参加資格審査において、処分
を含む業務であるにもかかわらず、産業
廃棄物処分業者でない者を入札参加資
格有りとして入札に参加させている。
〔建設部河港課〕

　平成２８年１月に発注した業務より、産
業廃棄物税相当額の計上を行っておりま
す。
　また、入札参加資格については、収集・
運搬及び処分の許可をすべて有する者と
するよう改めております。
　再発防止策として、チェック体制並びに
注意喚起の強化を行います。

【対馬振興局】

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目

【平成２０年度発生未収金】
　平成２７年度当初に事業所を訪問して経
営状況等の聞取り調査を行うとともに、分
納計画書を徴取し、計画的な納付を指導
しました。
　その後は訪問や電話による納付催告を
行っております。

【平成２１年度発生未収金】
　平成２７年度当初に事業所を訪問しまし
たが、他にも多額の負債を抱えており、事
業経営は依然として厳しい状況にあること
から、計画的な納付の約束を得るには至
りませんでした。
　その後は電話による納付催告を行って
おります。

【平成２４年度発生未収金】
　高齢で病気（脳梗塞等）の後遺症を抱え
ており、年金以外収入は無く、生活保護を
受給中であることから、債務者から履行期
間延長の申請があっており、現在、本庁
所管課において承認の可否を検討してお
ります。

【平成２６年度発生未収金】
　平成２６年８月以降、訪問や電話、文書
等による納付催告を行ったものの、債務
者と話をする機会がほとんど得られませ
んでしたが、平成２７年１２月に面談がで
き、その際、分納計画書を徴取したうえ
で、納付指導を行っております。

収入未済

　収入未済については、効果的な徴収対
策を講じ、収入の確保に努めること。
（一般会計、港湾施設整備特別会計：港
湾施設使用料等）
〔建設部管理課〕
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【意見】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：福祉保健部

【医療政策課】

物品

　本県は、全国的に見ても、結核り患率が
高く、結核の予防は、大きな課題となって
いる。これまで患者の家族等への接触者
検診や患者への管理検診に係るＸ線撮影
業務について、県が直接行ってきたが、
平成２６年度から、保健所内に設置した固
定式Ｘ線撮影装置による撮影について
は、原則として医療機関へ委託することと
した。
　このことにより、保健所内における撮影
件数は地域的に偏りはあるものの、大きく
減少している状況にある。
このような状況を踏まえると、今後も、県
内すべての保健所内に、高額の固定式Ｘ
線撮影装置を一律に設置し、更新していく
ことについては、見直しを検討する必要が
ある。
　今後のＸ線撮影装置の整備にあたって
は、経済性、効率性の観点から、十分に
検討がなされるべきである。

　外部委託を開始した平成２６年度以降
の稼働状況をみながら、緊急時の撮影方
法を十分勘案したうえで、経済性、効率性
の観点も含め、今後の整備計画を検討し
てまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目



 

 

                            ２７教総第３８８号 

                                                平成２８年５月２６日 

    

 長崎県監査委員  石橋 和正  様 
 長崎県監査委員  砺山 和仁  様 
 長崎県監査委員  久野 哲   様 
 長崎県監査委員  西川 克己  様 
 

 

                                  長崎県教育委員会教育長 池松 誠二 印 

 

 

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置について（通知） 

 

平成２８年３月２２日付２７長監第６６号にて提出された監査結果に基づき、別紙

のとおり措置を講じましたので通知します。 
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：教育庁

【対馬歴史民俗資料館】

委託契約

　宗家文書保存に係る研修指導委託にお
いて、業務完了報告書及び精算書は提出
されているが、支出証拠書類が提出され
ておらず精算確認が行われていない。

　委任委託先の証拠書類の確認を行い、
記録として報告書を作成することとしまし
た。

【長崎北高等学校】

物品
　物品の照合点検の結果、３点の物品に
ついて現物の確認ができていない。

　平成２５年度の校舎改築に伴い物品の
移転を行った際に確認作業が不十分で
あったため、その後の配置物品点検時に
おいて、現物確認ができないものが３点あ
りました。
　物品管理の重要性を事務室職員全員で
再確認するとともに、年度当初の職員会
議において、全教職員に対し今回の指摘
内容を説明し、配置物品管理者・物品使
用者の責務及び、物品の適正管理の徹
底を行いました。

【佐世保西高等学校】

委託契約
  校内植木剪定等業務委託において、監
督職員が検査を行っている。

　「検査職員は特別の場合を除いて監督
職員を兼ねることができない」（県財務規
則第１１９条第４項）ことを事務室職員全
員で再確認するとともに、過去の監査にお
いて同内容の事例もあるため、定期監査
指摘等事例集を参考資料として校内研修
を実施し、再発防止に努めてまいります。

【島原高等学校】

物品
　業務用空気調和装置の廃棄において、
フロン排出抑制法に基づいた処分が行わ
れていない。

　監査受検後、直ちにフロン排出抑制法
についての関係文書により改めて事務室
内で研修を行いました。
　また、今後は職員間の連絡を密にし、相
互チェックをするとともに、法令を遵守した
事務処理を再確認することにより、再発防
止に努めてまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目

【対馬高等学校】

委託契約

　浄化槽保守管理業務委託（寄宿舎）外１
件において、汚泥貯留槽の汚泥引き抜き
回数の見直しが必要であること、また、破
砕機が作動不良のため部品の交換等が
必要であることとの点検結果報告があっ
たにもかかわらず、いずれも対応がなされ
ていない。

　浄化槽が６箇所あり、汚泥引き抜きのス
ケジュール管理が不十分であったことと、
浄化槽の機能不全になった場合の影響
（周辺地域の環境汚染先等）に対する危
機意識が希薄であったことが原因である
と考えます。
　浄化槽関係の業務を含め業務カレン
ダーを作成するとともに、浄化槽の機能・
保守・清掃について事務室全職員でミー
ティングを実施し、危機意識の共有と再発
防止を図ることといたしました。

委託契約

 　消防用設備等点検業務委託において、
防火戸７か所が不良との点検結果報告が
あったにもかかわらず、対応がなされてい
ない。

　火災などの有事の際、消防等設備が動
作しなかった場合、重大な影響を及ぼすと
いう危機意識が低く、すぐに対応しなくて
もよいという安易な考えがあったことが原
因と考えます。
　今回の監査を受けて、学校がたくさんの
命を預かる現場であることを全職員で強く
認識するとともに、不良箇所の報告があっ
た場合に迅速な対応を行うために、業務
カレンダーへ改修計画を記入し、事務室
全職員が改修日程や進捗状況を確認で
きるようにいたしました。

【西彼杵高等学校】

委託契約

　消防用設備等点検業務委託において、
防排煙制御設備のうち、防火シャッター２
か所が不良との点検結果報告があってい
たにもかかわらず、対応がなされていな
い。
  また、契約書に定める各点検票への防
火管理者及び立会者の確認押印が行わ
れていない。

　火事などの有事の際、人命に直接重大
な影響を及ぼす可能性があるという、危
機意識が希薄であったことが原因である
と考えます。
　今回の監査結果を受けて、事務室全職
員で施設設備の保守管理業務を実施す
ることの意味を考え、共通理解をし、併せ
て個別の記録票の押印についても、点検
票回覧時に職員相互でチェックを行うこと
を確認いたしました。なお、不良箇所につ
いては全て改修を完了しております。
　また、後期点検時期については、平成２
７年度から冬季休業中とし、不具合箇所
の報告を受けた場合でも、余裕をもって改
修まで終えることができるよう変更いたし
ました。
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目

【小浜高等学校】

物品

　 製氷機１点について、物品管理が不十
分なため、処分後に不用決定が行われて
いる。
　また、産業廃棄物として関係法令に基づ
いた処分が行われていない。

　今回の監査を受けて、事務室全員で改
めて物品管理事務について研修を実施
し、職員の意識向上を図るとともに、法令
に基づいた適正な事務処理の徹底を図り
ました。

物品
　過年度の工事で設置したボクシングリン
グが物品管理簿に登記されていない。

　工事で設置した際に組入れすべきもの
でありましたが、物品管理の対象であると
いう意識が無かったため、登記されないま
まとなっておりました。
　今回の監査を受けて、事務室全員で改
めて物品管理事務について研修を実施
し、職員の意識向上を図るとともに、物品
管理規則に基づいた適正な事務処理の
徹底を図りました。

【北松西高等学校】

物品
　スキャナの処分において、処分がされて
いないにもかかわらず、処分完了の事務
手続きを行っている。

　既存の機器類一式のうち、パソコン・プリ
ンタとスキャナは分けて処分をする事務処
理をすべきでありましたが、一式で事務処
理を行ったため、現物（スキャナ）はある
が、データ上一式を処分完了した事務手
続きとなっておりました。
　事務処理にあたっては細心の注意を
もって仕事にあたるよう、事務室全職員
で、不用決定から処分完了までの流れを
含めて物品管理事務を再確認するなど、
研修を実施し、適正な事務処理の徹底を
図りました。

【西彼農業高等学校】

委託契約

　消防用設備等点検業務委託において、
防火戸等が不良との点検結果報告があっ
たにもかかわらず、対応がなされていな
い。

　不良箇所の改修については、有事の際
の影響が非常に大きいため、優先的に対
応すべき事項であるが、その認識が薄く、
ほかの業務に追われ失念したことが原因
と考えます。
　年度当初に、事務室職員に対して本指
摘事項の経緯について説明し、今回の原
因（問題点）がどこにあったのか、また併
せて、安全管理の重要性を再確認しまし
た。なお、防火戸等の不良箇所は改修を
完了しております。
　今後は、事務室内のチェック機能を働か
せるために、チーム事務室としての意識を
持って相互チェックを徹底し、再発防止に
努めてまいります。
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【指摘事項】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目

【長崎明誠高等学校】

委託契約

　消防用設備等点検業務委託において、
予定額の算出資料がなく、根拠が不明で
ある。
　また、契約書に定める各点検票への防
火管理者及び立会者の確認押印が行わ
れていない。

　複数の参考見積もりを徴取のうえ、適正
な予定額を積算していましたが、施行伺
の作成時に異なる予定額を記載し、その
後、契約までの事務処理をしておりまし
た。
　また、報告書については、総括表の供
覧で全員が処理を終えたと思い込み、押
印を失念しておりました。
　予定（価格）額の積算は、契約額を決定
する際の判断基準となることから、その重
要性について職員間で再認識をし、事務
室内のチェック機能を働かせるために、全
ての書類が全員の責任によるものである
という意識を持って相互チェックをすること
を再確認いたしました。

【佐世保特別支援学校】

委託契約

 　消防用設備等点検業務委託において、
煙感知器、誘導灯・誘導標識及び消火器
具が不良との点検結果報告があったにも
かかわらず、対応がなされていない。

　学校は児童・生徒の命を預かる場であ
り、危機管理意識の低さを痛感していると
ころです。
　今回の監査結果について、校内研修を
実施し、その原因を分析して事務室職員
の共通理解を図るとともに、事務室全体
で業務を遂行するという意識の向上を図
り、再発防止に努めることを再確認いたし
ました。
　なお、不良箇所の改修は全て完了して
おります。

【希望が丘高等特別支援学校】 　

委託契約

　重油流出事故に伴う回収作業等業務委
託において、積算額と予定価格が相違し
ている。
　また、１００万円を超える契約であるにも
かかわらず、検査調書が作成されていな
い。
　また、産業廃棄物税分を公課費ではなく
委託料で支出している。

　年度末の突発事故であったため、短期
間の事務処理となってしまい、担当者以
外の事務室職員のチェック機能が働かな
かったことが原因と考えております。
　校内研修を実施し、財務規則の基本的
な部分から、再度確認を行うとともに、自
分が担当者であるという意識で、相互
チェックをすることを確認するなど、適正な
事務処理の徹底を図りました。
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【意見】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：教育庁

【教育環境整備課】

委託契約

　県においては、管理している施設の消防
設備、防火扉、自家用電気工作物等の保
安管理のため、法令等に基づき点検業務
委託を行い、その点検結果に基づいて不
良設備の修繕などの対応を行っていると
ころである。
　今回、消防用設備等点検業務委託など
の点検結果報告において、設備不良によ
り機器の更新や修繕が必要とされた事項
の対応状況を確認したところ、県立学校
や警察署の一部において、対応がなされ
ていない事例や対応が遅延している事例
が認められた。
　点検結果に応じて適切な対応がなされ
ないとすると、点検業務委託に要した経費
が無駄になるばかりでなく、不良な消防設
備等の放置は、火災などの有事の際に直
接人命に影響を与える恐れもあるため、
緊急性・重要性・危険性を判断し、適切な
補修・改修などの対応が行われるよう指
導を行うべきである。

　施設設備等の点検結果において、破損
や経年劣化等による不良箇所があれば、
その危険性・緊急性・重要性を判断し、適
切な対応をすべきであり、その不具合の
程度によっては、多額の経費を要すること
もありますが、改修に伴う予算要求に対し
ては本課としても優先的に予算措置を
行っている状況であります。
　平成28年4月8日付けで監査結果の内容
とともに適切な事務処理について通知をし
ているところですが、今回の監査結果にお
いて、速やかな対応がなされていない事
例が散見されることを受け、年度初めに
開催された、校長会、事務長会、施設担
当者会において、迅速に適切な対応を行
うよう周知徹底を図りました。
　今後も、安心安全な学校施設整備等の
適正な管理に努めてまいります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目



 

 

 

                        崎公委（会）第１号   

                                                    平成 28 年５月 26 日  

    

長崎県監査委員 石橋 和正 様 

 長崎県監査委員 砺山 和仁 様 

 長崎県監査委員 久野  哲  様 

 長崎県監査委員 西川 克己  様 

 

長崎県公安委員会委員長 坂井 俊之 印  

                                            

 

平成 27 年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置について（通知） 

平成 28 年３月 22 日付け 27 長監第 66 号の監査結果の通知に基づき、別紙のとおり

措置を講じましたので通知します。 
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【意見】
監　査　の　結　果 講　じ　た　措　置

部局名：警察本部

【警察本部会計課】

委託契約

県においては、管理している施設の消防
設備、防火扉、自家用電気工作物等の保
安管理のため、法令等に基づき点検業務
委託を行い、その点検結果に基づいて不
良設備の修繕などの対応を行っていると
ころである。
今回、消防用設備等点検業務委託など
の点検結果報告において、設備不良によ
り機器の更新や修繕が必要とされた事項
の対応状況を確認したところ、県立学校
や警察署の一部において、対応がなされ
ていない事例や対応が遅延している事例
が認められた。
点検結果に応じて適切な対応がなされ
ないとすると、点検業務委託に要した経費
が無駄になるばかりでなく、不良な消防設
備等の放置は、火災などの有事の際に直
接人命に影響を与える恐れもあるため、
緊急性・重要性・危険性を判断し、適切な
補修・改修などの対応が行われるよう指
導を行うべきである。

管理している施設の保安管理のために
は法令等に基づく各種点検結果を踏まえ
た適時な対応が重要であることから、再
発防止に向け、各警察署に対して趣旨の
徹底を図るとともに、点検結果を踏まえ、
速やかに措置を講じるよう指導したところ
であります。

平成２７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置

項　　　目




